自治労は、6月18日、自治体職場の男女平等に関する総務省要請を実施した。総務省からは、三橋公務員課課長補佐、鈴木公務員課課長補佐、島田給与能率推進室課長補佐ほかが出席し、自治労からは西田労働局次長、阿部女性部長、松本労働局次長らが要請を行った。
はじめに、西田労働局次長から、別紙要請書を三橋課長補佐に手交し、「本年も自治労は６月を男女平等の産別統一闘争月間とし、中央では内閣府、厚生労働省、地方３団体への要請行動、地方では各単組交渉を配置し、あらゆる場面での男女平等の実現をめざし取り組んでいるところである。本日の総務省要請も、これらの行動の一環である」として要請趣旨を述べた後、次の３つの重点事項について、総務省側の見解を求めた。
	（１）各地方自治体において、数値目標を含む女性職員の採用・登用拡大計画が労使協議に基づいて策定・実施されるよう、必要な支援策を講じること。
（２）公務職場における賃金の実態について、男女別統計データを充実し、公表すること。とくに、自治体別の男女別統計データを公表すること。

（３）人事院の「育児を行なう職員の仕事と育児の両立支援制度の活用に関する指針」が改正されたことを踏まえ、実効ある仕事と育児の支援制度の拡充にむけて必要な措置を講じること。
　これに対して、総務省からは、次の回答があった。

（１）総務省においては、かねてより国家公務員の女性職員の採用・登用の拡大に関する計画の概要及び指針、内閣府が実施した地方公務員の登用状況の調査などについて、各地方公共団体に取組の参考としていただくよう情報提供等を行ってきたところである。
また、昨年４月、政府の男女共同参画推進本部において決定された「女性の参画加速プログラム」では、特に女性の参画が進んでいない分野の１つとして「公務員」が挙げられているところである。総務省としては、女性職員の採用・登用の拡大は重要な問題と認識しており、各地方公共団体に対しこの取組をより推進していただく参考とするために、プログラムを送付するとともに、プログラムの中で国家公務員について取り組むこととされている措置などを参考に、女性職員の登用の拡大に向けた取組を積極的に進めるよう要請したところである。総務省としても、プログラムに盛り込まれたように、引き続き、内閣府とも協力して国や地方公共団体において行っている取組の好事例等について収集し、各団体の取組の参考となるよう情報提供等を行ってまいりたい。
（２）総務省では地方公務員給与実態調査を毎年実施しているが、５年に１度、統計法に基づく指定統計として個人毎の情報を集めて悉皆調査を実施し、男女別データについても調査、集計し公表している。直近の調査である平成２０年度の調査は指定統計にあたっており、調査全体の概要については３月に記者発表し、６月１２日には主なデータをホームページに掲載したところである。最終的には、男女別データを含む詳細な調査結果を冊子に取りまとめる予定であり、冊子のデータもホームページに掲載したいと考えている。
この男女別統計は、個々の地方公共団体の実態を把握し助言等に活用することを目的としたものではなく、全体的な傾向を把握するために行うものである。現在のところ、団体別に男女別調査結果を公表することは考えていない。

（３）人事院の「育児を行う職員の仕事と育児の両立支援制度の活用に関する指針」が平成２０年２月に改正されたことを受けて、その内容等を各地方公共団体に対して通知し、同指針を参考にしながら、引き続き、各団体の実情に応じた両立支援の環境整備に努めていただくようお願いしたところである。改正の主な事項は、育児短時間勤務等の追加などである。　

総務省としては、仕事と家庭の両立支援策については、積極的に取り組んでいく必要があると認識し、この改正以前から、平成１６年には育児部分休業の職員の代替が可能となるよう任期付短時間制度を、平成１９年には育児短時間勤務制度を導入しているところである。　

また、育児・介護休業法等改正案が今国会に提出されており、地方公務員についても、子の看護休暇の拡充、短期の介護休暇の付与、所定外労働の免除等について措置することが盛り込まれている。
さらに、本年4月にワーク・ライフ・バランスを踏まえた地方公務員の勤務時間の縮減等を着実に推進するため、時間外勤務の縮減、育児休業制度等の活用等について、引き続き、着実に取り組んでいただくよう、助言しているところである。
また、公務員課で発行している地方公務員月報に、育児短時間勤務制度を活用した事例や両立支援に関する事例等を掲載しており、引き続き、地方公共団体に対し情報提供と制度についての周知を図っていきたい。
地方公務員の勤務条件について、国と権衡、民間とのバランスを踏まえた適切な対応が図られるよう助言してまいりたい。
　
これに対して、自治労側から、次の点について総務省の見解を質した。

（１）自治体の女性職員の採用・登用計画の策定は、内閣府の調査を見ると全国的には殆ど策定されていないのではないか。いつまでに○％と数値目標をもった取り組みとすることが必要ではないか。
（２）育児短時間勤務の取得の現状も、低位ではないのか。育児短時間勤務の取得が低いのは、代替職員の配置が保障されないからではないか。
　
これに対して総務省側からは、次の回答があった。

（１）地方公共団体における女性の採用・登用に関する施策の推進状況については、内閣府のホームページの中でＰＲ、周知されている。男女共同参画に関する計画や条例の策定については、多数の団体で策定され、その姿勢が示されている。
女性職員の登用率については、都道府県ごとにバラつきはあるものの、その割合は、概ね上昇してきているものと言える。
数値目標については、地域の特性などがあるので、一律に自治体に求めることは適当でないと考える。
環境醸成のためシンポジウムを開催するなど具体的な取り組みを行っている地方公共団体の参考事例の紹介などにより、地方公共団体の自主的な取り組みを支援してまいりたい。
（２）育児短時間勤務の平成２０年４月１日現在の取得者数は、全国で延べ約800人（平成20年4月１日から取得を含む）である。平成１９年8月に制度導入され間もないこともあるかと思うが、引き続き制度の周知が必要と考えている。
　

加えて、阿部女性部長から、①自治体別の男女別賃金データの公表は、男女の賃金格差の改善をはかろうとする場合に必要であること、②自治体では産前休暇が８週の場合も多いが、国との均衡で６週と指導しないこと。国の産前休暇は６週でなく８週に改定するよう、総務省として取り組むことを訴えた。

最後に、西田労働局次長から、ジェンダー差別のない職場環境、ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組むことを強く要請し、当日の行動を終了した。








